
令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区民設学童保育室の選考状況について 

所管部課 地域のちから推進部 住区推進課 

内容 

令和６年４月１日に開設を予定している民設学童保育室について、足

立区民設学童保育室設置促進補助金交付審査会（以下、「審査会」という。）

を開催したので、次のとおり報告する。 

 

１ 業務名 

足立区民設学童保育室設置促進補助事業 

２ 目的 

  令和５年３月に見直しを行なった「足立区学童保育室整備計画」に基

づき、待機児童が多く見込まれる地域に令和６年４月１日から開設す

る民設学童保育室を公募により誘致する。 

３ 応募・審査件数 

 募 集 対 象 地 域 応募件数 審査結果 

１ 亀田小学校・関原小学校地域 ２ 件 １件選定 

２ 綾瀬小学校・東綾瀬小学校地域 ※１ １ 件 選定後辞退 

３ 梅島小学校・梅島第一小学校地域 １ 件 不選定 

４ 西新井第二小学校・西伊興小学校地域 １ 件 不選定 

５ 東加平小学校地域 ※２ 応募後辞退  

６ 青井小学校地域 応 募 な し 

７ 大谷田小学校・長門小学校地域 応 募 な し 

８ 島根小学校・中島根小学校地域 応 募 な し 

  ※１ 選定後に、物件所有者から事業者に対して、物件が使用でき

なくなったとの連絡が入ったため 

  ※２ 応募後に、物件所有者から事業者に対して、物件が使用でき

なくなったとの連絡が入ったため 

４ 運営予定事業者（別添資料１参照） 

（１）亀田小学校・関原小学校地域 

  ア 名   称  株式会社グローイングアップ 

  イ 法人所在地  さいたま市見沼区中川９７９番地３ 

  ウ 設置予定地  足立区関原二丁目１５番１６号 

マーキュリー関原１階 

  エ 定   員  ４０人 

報告事項１ 



オ 選定理由等 

基準となる総合評価点数の６割を超えた。特に、開設する学童

保育室の環境や開設までの準備についての評価が高く、異議なく

選定された。 

 

５ 選定されなかった地域 

（１）梅島小学校・梅島第一小学校地域 

  ア 選定されなかった理由 

基準となる総合評価点数の６割に満たなかったため 

（２）西新井第二小学校・西伊興小学校地域 

ア 選定されなかった理由 

基準となる総合評価点数の６割に満たなかったため 

 

６ 選定までの経緯 

（１）応募申込期間  

令和５年６月１３日から令和５年７月２１日まで 

（２）審査会 

ア 開催状況 

 開催日 内 容 

第１回 令和５年８月上旬 第一次選考（書類審査） 

第２回 令和５年８月３１日（木） 

第二次選考 

（事業者の特定：プレゼンテー

ション、ヒアリング） 

イ 委員構成（計５名） 

種 別 氏 名 役 職 等 

学識経験者 
【会長】 

小野里 美 帆 

文教大学教育学部 

発達教育課程教授 

区 民 

野 本 由紀子 
足立区民生・児童委員協議会 

主任児童委員 

多 島 三 好 足立区青少年委員会会長 

区職員 

依 田   保 地域のちから推進部長 

飯 塚 尚 美 
地域のちから推進部 

多様性社会推進課長 

  ウ 審査項目及び審査結果 

 詳細は、別添資料２参照 

 

 



７ 応募がなかった４地域、選定されなかった２地域及び選定後辞退のあ

った１地域の対応について 

（１）応募がなかった理由（事業者への聞き取りから） 

ア 公募対象地域において、２方向避難や面積等の条件で学童保育室

に適した物件が見つからなかったため。 

イ 地域によっては、賃借料が高く事業者としての採算が合わなかっ

たため。 

（２）学童保育室開設に向けた取組み 

ア 学童保育室運営の事業者を選定できなかった７地域については、

令和６年３月の整備計画見直しを踏まえ、令和７年４月開設に向け

た整備予定地域と合わせて改めて公募を実施する。 

イ 事業者の声を参考に、賃借料補助の見直しを検討し、令和７年度

開設からの民設学童保育室誘致の促進を図る。 

 

８ 問題点・今後の方針 

今回決定した民設学童保育室については、事業者との連絡を密に取り

ながら進捗状況を把握し、令和６年４月開設に向けて進行管理を徹底さ

せる。 

 

 



 

民設学童保育室の選考状況について【亀田小学校・関原小学校地域】 

 

１ 施設の概要 

（１）所在地   足立区関原二丁目１５番１６号 マーキュリー関原１階 

（２）構 造   鉄骨造３階建て 

（３）学童保育室使用部分の延床面積  １００．５３㎡ 

 

２ 運営予定事業者の概要 

団体名 株式会社グローイングアップ 

設立年月日 平成２２年６月１０日 

事業概要 児童福祉施設の設置・運営 

代表取締役 土屋 貴正 

主な運営実績 戸田市  学童保育室５か所 

中野区  学童保育室１か所 

小平市  学童保育室１か所 他 

 

３ 学童保育室の保育支援方針の概要、税理士による財務診断結果及び収支計画の概要 

（１）保育支援方針の概要 

  ア 日々の活動を通して、地域に必要とされ、明るく、心豊かな地域づくりに寄与す 

ることを目指している。学童の活動は、施設にとどまらず、積極的に地域に赴き、 

子どもたち、保護者の皆様と地域を繋ぐことができるよう支援していく。 

  イ 学童保育室の運営に子どもたちが主体的に関わることができるよう、行事やイベ 

ントを実施する際には、子どもたちにも企画段階から考えてもらう。ただ自分の意 

見を主張させるだけではなく、意見の集約から実施まで子どもたちに責任をもって 

取り組んでもらう機会を設ける。行事やイベントに加え、学童のルールについても 

考えさせることで、子どもたちが自発的に自分の居場所を作り出すことができるよ 

う支援していく。 

（２）税理士による財務診断結果 

評価点数 総合評価 
コメント 

安全性 収益性 経営効率 （Ａ～Ｄ） 

４ ４ ４ Ｂ 

過去３期ともに黒字である。令和３

年度は黒字金額は減少したが、令和

４年度は売上も伸び、経常利益も増

えている。 

 

報告事項１ 別紙１ 



割合 割合

1 42 84.0% 30 60.0%

2 40 80.0% 32 64.0%

3 40 80.0% 38 76.0%

122 81.3% 100 66.7%

4 40 80.0% 40 80.0%

5 48 96.0% 40 80.0%

6 42 84.0% 42 84.0%

7 40 80.0% 40 80.0%

170 85.0% 162 81.0%

8 40 80.0% 40 80.0%

9 40 80.0% 36 72.0%

10 42 84.0% 34 68.0%

122 81.3% 110 73.3%

11 36 72.0% 42 84.0%

12 30 60.0% 40 80.0%

13 36 72.0% 36 72.0%

14 36 72.0% 34 68.0%

15 38 76.0% 40 80.0%

176 70.4% 192 76.8%

16 40 80.0% 40 80.0%

17 40 80.0% 36 72.0%

18 38 76.0% 38 76.0%

19 38 76.0% 40 80.0%

20 36 72.0% 40 80.0%

192 76.8% 194 77.6%

21 42 84.0% 40 80.0%

22 38 76.0% 38 76.0%

23 40 80.0% 38 76.0%

24 40 80.0% 38 76.0%

25 38 76.0% 38 76.0%

26 34 68.0% 30 60.0%

27 40 80.0% 38 76.0%

272 77.7% 260 74.3%

28 38 76.0% 34 68.0%

29 36 72.0% 36 72.0%

30 40 80.0% 38 76.0%

114 76.0% 108 72.0%

1,168 77.9% 1,126 75.1%

説明 評価基準（得点)

1 区内に本店があり、対象業務区域が区内 区内に本店がある(5％を加点)

2 区内に支店があり、対象業務区域が区内 区内に支店がある(3％を加点)

3
足立区ワークライフバランス推進企業等に認
定

推進企業に認定されている(2％を加点) 0 20 66.7%

1,168 72.8% 1,146 71.4%

1 2

足立区民設学童保育室設置促進補助金交付審査会　審査結果表（亀田小学校・関原小学校地域）

配点

事業者名

株式会社
グローイングアップ

得点

運営団体について

１５０点

財務状況は安定しているか（税理士による財務状況調査結果を参照）。 50

運営体制は安定しているか。 50

学童保育室（若しくは類似施設）について豊富な運営実績を有しているか。 50

小　　　　計 150

200

学童開設までの準備
について

１５０点

開設までのスケジュール（工事や職員採用）は適切か。 50

開設までの資金計画は適正か。 50

開設後５年間の収支計画は適正か。 50

小　　　　計 150

学童保育室の施設
について

２００点

立地が適切であるか（対象校との距離、周辺環境）。 50

専用スペースの面積（一人あたり１．６５㎡以上）が十分にあるか。 50
必要な設備（トイレ２器以上、台所、事務スペース、静養スペース、採光）を十分に有している
か。 50

非常災害時に対応しやすい設備（避難路（２方向以上）、非常口、非常用設備）となっているか。 50

小　　　　計

職員体制について

２５０点

現場責任者の資格や経験など適性は十分か。 50

放課後児童支援員を安定して配置できる体制（人数、補充体制）が整っているか。 50

職員の資質及び保育の質の向上のため、教育体制や研修計画が充実しているか。 50

職員に対して個人情報の保護・管理に関する教育が徹底されているか。 50

指揮命令系統、本部との連携や支援体制などについて的確に定められているか。 50

50

小　　　　計 250

育成支援の方針は、子どもの発達状況や個性に即したものとなっているか。 50

遊びの支援方針は、子どもの発達段階に応じた主体的な遊びができるものとなっているか。 50
子どもの出欠席・健康管理や基本的生活習慣の定着等、日常生活の支援方針が適切なものと
なっているか。 50
おやつの方針は、子どもが落ち着いておやつを楽しめるとともに、補食としての栄養バランスや
食育について考慮したものとなっているか。

小　　　　計 250

50

ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業

30

順　　　　　　位

発達支援児等配慮が必要な子どもについて、適切な支援方針となっているか。 50

団体の専門性や実績を活かした優れた提案があるか。 50

小　　　　計 350

危機管理について

２５０点

非常災害時の対応について的確に定めているか。 50

不審者対応等の防犯対策について的確に定めているか。 50

事件・事故時の対応について的確に定めているか。 50

施設の衛生管理について的確に定めているか。 50

アレルギー対応策について的確に定めているか。

割合
分類

区内業者
75 45 0

区内業者

総　　　　　計 1,605

項
番

評価項目
加点 得点

事業者名

Ａ　社

得点

得点 割合

0

項番

分　　類 説　　　明

評　　価　　項　　目

合　　　　　計 1,500

保護者・学校・地域・
関係機関等との連携

１５０点

保護者と日々の連絡や情報共有を十分に行い、信頼関係が構築できるか。 50

学校や地域、関係機関と協力関係を築くことができるか。 50

保護者や近隣住民等からの意見・要望や苦情・相談に対応できる体制はあるか。 50

小　　　　計 150

子どもの育成支援に
ついて

３５０点

学童の基本方針や運営理念は、国が定める「放課後児童クラブ運営指針」に沿ったものとなっ
ているか。 50

報告事項１ 別紙２



割合

1 46 92.0%

2 44 88.0%

3 48 96.0%

138 92.0%

4 40 80.0%

5 42 84.0%

6 34 68.0%

7 40 80.0%

156 78.0%

8 42 84.0%

9 42 84.0%

10 36 72.0%

120 80.0%

11 40 80.0%

12 36 72.0%

13 34 68.0%

14 40 80.0%

15 36 72.0%

186 74.4%

16 44 88.0%

17 44 88.0%

18 42 84.0%

19 42 84.0%

20 40 80.0%

212 84.8%

21 46 92.0%

22 38 76.0%

23 38 76.0%

24 44 88.0%

25 42 84.0%

26 34 68.0%

27 34 68.0%

276 78.9%

28 38 76.0%

29 38 76.0%

30 38 76.0%

114 76.0%

1,202 80.1%

説明 評価基準（得点)

1 区内に本店があり、対象業務区域が区内 区内に本店がある(5％を加点)

2 区内に支店があり、対象業務区域が区内 区内に支店がある(3％を加点)

3
足立区ワークライフバランス推進企業等に認
定

推進企業に認定されている(2％を加点) 0

1,202 74.9%

1

足立区民設学童保育室設置促進補助金交付審査会　審査結果表（綾瀬小学校・東綾瀬小学校地域）

項番

評　　価　　項　　目

配点

事業者名

Ｂ　社

分　　類 説　　　明 得点

運営団体について

１５０点

財務状況は安定しているか（税理士による財務状況調査結果を参照）。 50

運営体制は安定しているか。 50

学童保育室（若しくは類似施設）について豊富な運営実績を有しているか。 50

小　　　　計 150

学童保育室の施設
について

２００点

立地が適切であるか（対象校との距離、周辺環境）。 50

専用スペースの面積（一人あたり１．６５㎡以上）が十分にあるか。 50
必要な設備（トイレ２器以上、台所、事務スペース、静養スペース、採光）を十分に有している
か。 50
非常災害時に対応しやすい設備（避難路（２方向以上）、非常口、非常用設備）となっている
か。 50

小　　　　計 200

学童開設までの準備
について

１５０点

開設までのスケジュール（工事や職員採用）は適切か。 50

開設までの資金計画は適正か。 50

開設後５年間の収支計画は適正か。 50

小　　　　計

危機管理について

２５０点

非常災害時の対応について的確に定めているか。 50

不審者対応等の防犯対策について的確に定めているか。 50

事件・事故時の対応について的確に定めているか。

150

職員体制について

２５０点

現場責任者の資格や経験など適性は十分か。 50

放課後児童支援員を安定して配置できる体制（人数、補充体制）が整っているか。 50

職員の資質及び保育の質の向上のため、教育体制や研修計画が充実しているか。 50

職員に対して個人情報の保護・管理に関する教育が徹底されているか。 50

50

施設の衛生管理について的確に定めているか。 50

アレルギー対応策について的確に定めているか。 50

小　　　　計 250

指揮命令系統、本部との連携や支援体制などについて的確に定められているか。 50

小　　　　計 250

50

発達支援児等配慮が必要な子どもについて、適切な支援方針となっているか。 50

団体の専門性や実績を活かした優れた提案があるか。 50

小　　　　計 350

子どもの育成支援に
ついて

３５０点

学童の基本方針や運営理念は、国が定める「放課後児童クラブ運営指針」に沿ったものとなっ
ているか。 50

育成支援の方針は、子どもの発達状況や個性に即したものとなっているか。 50

遊びの支援方針は、子どもの発達段階に応じた主体的な遊びができるものとなっているか。 50
子どもの出欠席・健康管理や基本的生活習慣の定着等、日常生活の支援方針が適切なものと
なっているか。 50
おやつの方針は、子どもが落ち着いておやつを楽しめるとともに、補食としての栄養バランスや
食育について考慮したものとなっているか。

合　　　　　計 1,500

項
番

評価項目
加点 得点

保護者・学校・地域・
関係機関等との連携

１５０点

保護者と日々の連絡や情報共有を十分に行い、信頼関係が構築できるか。 50

学校や地域、関係機関と協力関係を築くことができるか。 50

保護者や近隣住民等からの意見・要望や苦情・相談に対応できる体制はあるか。 50

小　　　　計 150

ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業

30

総　　　　　計 1,605

順　　　　　　位

割合
分類

区内業者
75 45 0

区内業者

選定後辞退



割合

1 42 84.0%

2 38 76.0%

3 30 60.0%

110 73.3%

4 42 84.0%

5 42 84.0%

6 46 92.0%

7 40 80.0%

170 85.0%

8 24 48.0%

9 32 64.0%

10 32 64.0%

88 58.7%

11 34 68.0%

12 26 52.0%

13 24 48.0%

14 26 52.0%

15 26 52.0%

136 54.4%

16 30 60.0%

17 28 56.0%

18 28 56.0%

19 28 56.0%

20 28 56.0%

142 56.8%

21 36 72.0%

22 26 52.0%

23 28 56.0%

24 28 56.0%

25 32 64.0%

26 28 56.0%

27 28 56.0%

206 58.9%

28 30 60.0%

29 30 60.0%

30 30 60.0%

90 60.0%

942 62.8%

説明 評価基準（得点)

1 区内に本店があり、対象業務区域が区内 区内に本店がある(5％を加点)

2 区内に支店があり、対象業務区域が区内 区内に支店がある(3％を加点)

3
足立区ワークライフバランス推進企業等に認
定

推進企業に認定されている(2％を加点) 0

942 58.7%

1

ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業

30

総　　　　　計 1,605

順　　　　　　位

割合
分類

区内業者
75 45 0

区内業者

合　　　　　計 1,500

項
番

評価項目
加点 得点

保護者・学校・地域・
関係機関等との連携

１５０点

保護者と日々の連絡や情報共有を十分に行い、信頼関係が構築できるか。 50

学校や地域、関係機関と協力関係を築くことができるか。 50

保護者や近隣住民等からの意見・要望や苦情・相談に対応できる体制はあるか。 50

小　　　　計 150

子どもの育成支援に
ついて

３５０点

学童の基本方針や運営理念は、国が定める「放課後児童クラブ運営指針」に沿ったものとなっ
ているか。 50

育成支援の方針は、子どもの発達状況や個性に即したものとなっているか。 50

遊びの支援方針は、子どもの発達段階に応じた主体的な遊びができるものとなっているか。 50
子どもの出欠席・健康管理や基本的生活習慣の定着等、日常生活の支援方針が適切なものと
なっているか。 50
おやつの方針は、子どもが落ち着いておやつを楽しめるとともに、補食としての栄養バランスや
食育について考慮したものとなっているか。

小　　　　計 250

50

発達支援児等配慮が必要な子どもについて、適切な支援方針となっているか。 50

団体の専門性や実績を活かした優れた提案があるか。 50

小　　　　計 350

危機管理について

２５０点

非常災害時の対応について的確に定めているか。 50

不審者対応等の防犯対策について的確に定めているか。 50

事件・事故時の対応について的確に定めているか。 50

職員体制について

２５０点

現場責任者の資格や経験など適性は十分か。 50

放課後児童支援員を安定して配置できる体制（人数、補充体制）が整っているか。 50

職員の資質及び保育の質の向上のため、教育体制や研修計画が充実しているか。 50

職員に対して個人情報の保護・管理に関する教育が徹底されているか。 50

指揮命令系統、本部との連携や支援体制などについて的確に定められているか。

施設の衛生管理について的確に定めているか。 50

アレルギー対応策について的確に定めているか。 50

小　　　　計 250

50

200

学童開設までの準備
について

１５０点

開設までのスケジュール（工事や職員採用）は適切か。 50

開設までの資金計画は適正か。 50

開設後５年間の収支計画は適正か。 50

小　　　　計 150

学童保育室の施設
について

２００点

立地が適切であるか（対象校との距離、周辺環境）。 50

専用スペースの面積（一人あたり１．６５㎡以上）が十分にあるか。 50
必要な設備（トイレ２器以上、台所、事務スペース、静養スペース、採光）を十分に有している
か。 50
非常災害時に対応しやすい設備（避難路（２方向以上）、非常口、非常用設備）となっている
か。 50

小　　　　計

運営団体について

１５０点

財務状況は安定しているか（税理士による財務状況調査結果を参照）。 50

運営体制は安定しているか。 50

学童保育室（若しくは類似施設）について豊富な運営実績を有しているか。 50

小　　　　計 150

足立区民設学童保育室設置促進補助金交付審査会　審査結果表（梅島小学校・梅島第一小学校地域）

項番

評　　価　　項　　目

配点

事業者名

Ｃ　社

分　　類 説　　　明 得点

不 選 定



割合

1 44 88.0%

2 38 76.0%

3 30 60.0%

112 74.7%

4 42 84.0%

5 40 80.0%

6 46 92.0%

7 38 76.0%

166 83.0%

8 24 48.0%

9 32 64.0%

10 32 64.0%

88 58.7%

11 38 76.0%

12 28 56.0%

13 26 52.0%

14 26 52.0%

15 26 52.0%

144 57.6%

16 30 60.0%

17 28 56.0%

18 28 56.0%

19 32 64.0%

20 30 60.0%

148 59.2%

21 36 72.0%

22 26 52.0%

23 28 56.0%

24 28 56.0%

25 30 60.0%

26 30 60.0%

27 30 60.0%

208 59.4%

28 32 64.0%

29 28 56.0%

30 30 60.0%

90 60.0%

956 63.7%

説明 評価基準（得点)

1 区内に本店があり、対象業務区域が区内 区内に本店がある(5％を加点)

2 区内に支店があり、対象業務区域が区内 区内に支店がある(3％を加点)

3
足立区ワークライフバランス推進企業等に認
定

推進企業に認定されている(2％を加点) 0

956 59.6%

1

ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業

30

総　　　　　計 1,605

順　　　　　　位

割合
分類

区内業者
75 45 0

区内業者

合　　　　　計 1,500

項
番

評価項目
加点 得点

保護者・学校・地域・
関係機関等との連携

１５０点

保護者と日々の連絡や情報共有を十分に行い、信頼関係が構築できるか。 50

学校や地域、関係機関と協力関係を築くことができるか。 50

保護者や近隣住民等からの意見・要望や苦情・相談に対応できる体制はあるか。 50

小　　　　計 150

子どもの育成支援に
ついて

３５０点

学童の基本方針や運営理念は、国が定める「放課後児童クラブ運営指針」に沿ったものとなっ
ているか。 50

育成支援の方針は、子どもの発達状況や個性に即したものとなっているか。 50

遊びの支援方針は、子どもの発達段階に応じた主体的な遊びができるものとなっているか。 50
子どもの出欠席・健康管理や基本的生活習慣の定着等、日常生活の支援方針が適切なものと
なっているか。 50
おやつの方針は、子どもが落ち着いておやつを楽しめるとともに、補食としての栄養バランスや
食育について考慮したものとなっているか。

小　　　　計 250

50

発達支援児等配慮が必要な子どもについて、適切な支援方針となっているか。 50

団体の専門性や実績を活かした優れた提案があるか。 50

小　　　　計 350

危機管理について

２５０点

非常災害時の対応について的確に定めているか。 50

不審者対応等の防犯対策について的確に定めているか。 50

事件・事故時の対応について的確に定めているか。 50

職員体制について

２５０点

現場責任者の資格や経験など適性は十分か。 50

放課後児童支援員を安定して配置できる体制（人数、補充体制）が整っているか。 50

職員の資質及び保育の質の向上のため、教育体制や研修計画が充実しているか。 50

職員に対して個人情報の保護・管理に関する教育が徹底されているか。 50

指揮命令系統、本部との連携や支援体制などについて的確に定められているか。

施設の衛生管理について的確に定めているか。 50

アレルギー対応策について的確に定めているか。 50

小　　　　計 250

50

200

学童開設までの準備
について

１５０点

開設までのスケジュール（工事や職員採用）は適切か。 50

開設までの資金計画は適正か。 50

開設後５年間の収支計画は適正か。 50

小　　　　計 150

学童保育室の施設
について

２００点

立地が適切であるか（対象校との距離、周辺環境）。 50

専用スペースの面積（一人あたり１．６５㎡以上）が十分にあるか。 50
必要な設備（トイレ２器以上、台所、事務スペース、静養スペース、採光）を十分に有している
か。 50
非常災害時に対応しやすい設備（避難路（２方向以上）、非常口、非常用設備）となっている
か。 50

小　　　　計

運営団体について

１５０点

財務状況は安定しているか（税理士による財務状況調査結果を参照）。 50

運営体制は安定しているか。 50

学童保育室（若しくは類似施設）について豊富な運営実績を有しているか。 50

小　　　　計 150

足立区民設学童保育室設置促進補助金交付審査会　審査結果表（西新井第二小学校・西伊興小学校地域）

項番

評　　価　　項　　目

配点

事業者名

Ｃ　社

分　　類 説　　　明 得点

不 選 定



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
『足立区地域保健福祉計画』策定に係るアンケート・地域懇談会の実施 

結果及び今後のスケジュールについて 

所管部課 福祉部 福祉管理課 

内容 

令和５年度末を目途に策定を進めている「足立区地域保健福祉計画」に

ついて、これまで実施してきたアンケートや地域懇談会の実施結果と今後

のスケジュールを、以下のとおり報告する。 

 

１ 本計画の位置づけイメージ 

（１）地域保健福祉における理念や方向性を明らかにし、足立区の基本

構想・基本計画を具現化 

（２）保健福祉分野の最上位計画に位置付け、関連する個別計画の中に

具体的な施策や事業の詳細を掲載 

（３）地域保健福祉に関連する個別計画を横断する「共通の理念」や「共

通して取り組むべき事項」を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区地域保健福祉計画 位置づけイメージ

子どもの
貧困対策
実施計画

足立区基本構想

足立区地域保健福祉計画

各分野の共通事項を定める上位計画として位置づけ

足
立
区
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

足
立
区
介
護
保
険
事
業
計
画

足
立
区
障
が
い
者
計
画

足
立
区
障
が
い
福
祉
計
画

足
立
区
障
が
い
児
福
祉
計
画

足立区
保健衛生計画

足
立
区
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画

足
立
区
の
「生
き
る
支
援
」自
殺
対
策
計
画

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

あ
だ
ち
次
世
代
育
成
支
援
行
動
計
画

足
立
区
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
ビ
ジ
ョ
ン

実
施
詳
細

共
通
理
念
・
方
針

横
断
的
取
組
み
の

方
向
性

足立区基本計画

足
立
区
再
犯
防
止
推
進
計
画

健
康
あ
だ
ち

行
動
計
画
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報告事項２ 

子どもの
貧困対策
実施計画

足立区地域保健福祉計画

各分野の共通事項を定める上位計画として位置づけ

足
立
区
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

足
立
区
介
護
保
険
事
業
計
画

足
立
区
障
が
い
者
計
画

足
立
区
障
が
い
福
祉
計
画

足
立
区
障
が
い
児
福
祉
計
画

足立区
保健衛生計画

足
立
区
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画

足
立
区
の
「生
き
る
支
援
」自
殺
対
策
計
画

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

あ
だ
ち
次
世
代
育
成
支
援
行
動
計
画

足
立
区
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
ビ
ジ
ョ
ン

実
施
詳
細

共
通
理
念
・方
針

横
断
的
取
組
み
の

方
向
性

足
立
区
再
犯
防
止
推
進
計
画

足
立
区
感
染
症
予
防
計
画

健
康
あ
だ
ち

行
動
計
画
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２ 地域福祉に係るアンケートの実施結果 

複雑化する課題や、高齢・障がい等の各分野の狭間で見過ごされがち 

な支援ニーズを把握するため、アンケートを実施した。 

回答数 １，８１２件 

実施時期 令和５年５月１９日（金）から６月２３日（金） 

回答方法 紙面とオンライン回答の併用 

対象 

高齢、障がい、保育関連の事業所や専門職、町会・自治
会、NPO活動団体など地域福祉に携わる方に広く実施 
① 民生・児童委員や保護司、区職員等：約 3,000人 
② 高齢、障がい、保育、生活支援等の事業所や団体：2,400 か所 
③ その他一般区民の方（オンライン回答のみ） 

内容 

① 日頃の活動や業務での気づき、気になる相談、対応
困難な事例（例：8050世帯・ヤングケアラー等） 

② 上記のような事例があった際に、特に連携を強めて 
いきたいと思う他の団体や専門職 

 

《アンケートで記載があった事例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      



 

３ 地域懇談会の実施結果 

計画策定過程の一環として、以下のとおり地域懇談会を開催した。 

（１）実施日時及び参加者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日時・場所（開催順） 

※ 開会～閉会後の自由交流時間を含む。 

参加者数 

(実施地域内からの参加者) 

① 
千住柳町住区センター 

令和５年８月２９日（火曜）午後７時～９時 

９人 

（８人） 

② 
竹の塚障がい福祉館 

令和５年８月３１日（木曜）午後７時～９時 

２６人 

（１４人） 

③ 
興本地域学習センター 

令和５年９月 ５日（火曜）午後７時～９時 

１０人 

（６人） 

④ 
東和住区センター 

令和５年９月 ９日（土曜）午前 10時～正午 

１２人 

（７人） 

⑤ 
鹿浜地域学習センター 

令和５年９月１０日（日曜）午前 10時～正午 

９人 

（３人） 

※ 町会・自治会や民生・児童委員のほか、高齢者・障がい・子ども 

関連の事業者や、福祉・健康・子育て関連のＮＰＯ活動団体など様々

な分野から参加者あり 

（２）実施形態・内容 

実施形態 
グループワーク形式 

※ 各グループにファシリテーター配置 

主な内容 

① 足立区で活動・暮らしているなかで、地域福祉につい

て感じていること、問題・課題の意見交換 

② 上記①で出た課題を地域で解決をしようとするため

に必要なこと・アイデアの意見交換 

 



 

４ 今後のスケジュール（予定） 

策定に向けて、以下のスケジュールで進めていく。 

年 月 内容 

令和 

５年 

４ 
地域福祉に関するアンケート 準備 

（対象：高齢・障がい分野など地域福祉に携わる方々及び一般区民） 

５ アンケート実施 5月 19日（金）～ 6月 23日（金） 

基本理念・計画構成の検討 

第３回 地域保健福祉計画策定部会 

厚生委員会報告 ６ 

７ 
計画素案作成 

アンケート集計・分析 

地域懇談会の実施（５地域×各１回） 

第４回・第５回 地域保健福祉計画策定部会 

厚生委員会報告 

８ 

９ 

10 
計画素案作成 

第６回 地域保健福祉計画策定部会 

11 計画素案完成 

第７回 地域保健福祉計画策定部会 

厚生委員会報告 12 

令和 

６年 

１ 
パブリックコメント実施 

第８回・第９回 地域保健福祉計画策定部会 

厚生委員会報告 

計画案最終調整 

計画策定（足立区地域保健福祉推進協議会で報告） 

２ 

３ 

４ ４月以降に印刷・製本予定 

 

５ 今後の方針 

地域福祉に係るアンケートや地域懇談会により、地域での課題や困り

ごとについて把握・意見交換するとともに、パブリックコメントを実施

し、足立区に即した計画を目指していく。 

  
 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
足立区障がい福祉関連計画の策定に伴う中間報告及びパブリックコメントの

実施について 

所管部課 福祉部 障がい福祉課、衛生部 中央本町地域・保健総合支援課 

内容 

 現在策定中の足立区障がい福祉関連計画について、下記の通り素案（別添資料

「足立区障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画素案」）

がまとまったので報告する。 

１ 障がい福祉関連計画の体系 

 令和６年度～８年度 令和９年度～１１年度 

障がい者計画 
（障害者基本法） 

足立区障がい者計画 
あだちノーマライゼーション推進プランⅣ 

障がい福祉計画 
（障害者総合支援法） 

第７期 
障がい福祉計画 

第８期 
障がい福祉計画 

障がい児福祉計画 
（児童福祉法） 

第３期 
障がい児福祉計画 

第４期 
障がい児福祉計画 

＊網掛け部分を策定する 
２ 主な内容 

章 内容等 

第１章 
障がい者計画、障がい福祉計画・障がい児福祉計画の位置づけ 
計画策定の目的と背景、計画期間、位置づけ 

第２章 
計画策定にあたっての基本的な考え方 
国の基本指針、区基本計画や地域福祉計画との関係性など 

第３章 
障がい者計画 足立区のめざす障がい者福祉 
基本理念と基本理念を実現するための４つの視点 

第４章 施策の体系 

第５章 基本方針と成果指標 

第６章 
第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉計画 
国の成果目標に対する区の目標、サービス見込量と確保のための方策 

３ 今後の予定 

素案は現段階の考え方を示したものであり、下記日程でパブリックコメン

トの実施や障がい者団体等からの意見聴取を行い、本計画を令和６年３月に 

策定する。 

（１）パブリックコメントの実施・障がい者団体等からの意見聴取 

令和５年１２月１５日（金）～令和６年１月１５日（月） 

 

報告事項３ 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
令和５年度【下半期】介護サービス事業所・障がい福祉サービス等事業所に対す

る物価高騰支援を目的とした区独自の特別給付金支給事業の実施について 

所管部課 
福祉部 障がい福祉課、介護保険課 

衛生部 中央本町地域・保健総合支援課 

内容 

介護サービス事業所（訪問看護含む）・障がい福祉サービス等事業所を対象とす

る物価高騰支援を目的とした特別給付金支給事業の実施について、以下のとおり報

告する。 

１ 概要 

物価高騰により、厳しい運営を強いられている区内介護サービス事業所・ 

障がい福祉サービス等事業所を対象に、令和５年度上半期に引き続き、物 

価高騰支援を目的とした区独自の特別給付金を下半期分として支給する。 

２ 事業内容 

（１）令和５年度の物価高騰に対する事業所支援として、消費者物価指数の 

上昇率や令和５年８月に実施した区内事業所アンケート調査結果を基に、

事業所の定員区分や提供するサービスの種類に応じて、１事業所につき 

支給額５５千円から９１５千円を支給する。 

（２）令和５年１０月１日時点で事業所を運営し、年度末に事業を継続して 

いることを要件とする。 

（３）申請期間は、令和５年１２月下旬から３月までを予定する。 

（４）支給開始は、令和６年１月下旬を予定する。 

（５）都も１２月以降、足立区の給付金と併給可能な上半期の物価高騰緊急 

対策支援金を支給予定。なお、下半期の都の支援金の実施については未定。 

３ 事業規模 

（１）対象事業所 

約１，４００事業所(介護：約１，０００事業所・障がい：約４００事業所) 

（２）総支給額 

２０４，５１５千円(介護：１５５，５２５千円・障がい：４８，９９０千円) 

（３）定員区分・サービスごとの支給額一覧          単位：千円 
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（４）令和５年度上半期事業と下半期事業の主な比較 

 令和５年度上半期 令和５年度下半期 

総支給額 ３０４,２１０千円 ２０４,５１５千円 

支援割合 物価高騰分の２／３ 物価高騰分の２／３ 

費  目 食材費・光熱水費・ガソリン代 食材費・光熱水費・ガソリン代 

４ 今後の方針 

（１）事業所への周知を丁寧に行い、確実な支給に繋げる。 

（２）都の下半期分の支援金について実施が決まった際には、給付内容 

および併給可能の可否を速やかに都に確認する。 

 

 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件  名 足立区高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画策定に伴う中間報告について 

所管部課 福祉部 高齢福祉課、地域包括ケア推進課、介護保険課 

内  容 

令和６年度から８年度までを計画期間とする「足立区高齢者保健福祉計画・第９

期介護保険事業計画 中間報告」（以下「中間報告」という。）がまとまったので

報告する。 

１ 主な内容 

第１章 足立区地域包括ケアシステム 

足立区における地域包括ケアシステムの考え方と、それを実現

するための役割等を記載。 

第２章 高齢者保健福祉計画の概要 

計画策定の目的や位置付け等を記載。 

第３章 区の現状 

足立区の人口の現状と推計、地域包括ケアシステムビジョンの

１８本の柱における成果指標（令和４年度実績）や高齢者等実

態調査の結果から見えてきた今後の課題等を記載。 

第４章 高齢者保健福祉計画の基本理念と施策 

基本理念の設定と施策体系の見直し、各体系の取組方針と紐づ

く重点施策等を記載。 

第５章 第９期介護保険事業計画 

今後のサービス利用者数や施設整備計画等から３か年の給付費

を推計し、第９期介護保険料を検討案として提示。 

① 期間中に、準備基金を取り崩し、介護保険料基準額の上 

昇抑制を図る 

② 所得別段階のさらなる多段階化を検討 

③ 第 8期保険料基準額 6,760円 

⇒ 第 9期保険料基準額（案） 7,220円～7,520円 
 

２ 今後の方針 

この中間報告は現段階での考え方を提示するものである。今後、区民の意見や

厚生労働省の通知内容を検討し、本計画を策定する。 
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令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件  名 
足立区高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画（中間報告）の公聴会及び 

パブリックコメントの実施結果について 

所管部課 福祉部 高齢福祉課、地域包括ケア推進課、介護保険課 

内  容 

足立区高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画（中間報告）の公聴会及び

パブリックコメントの実施結果について、以下のとおり報告する。 

１ 公聴会 

（１）日程・参加人数等 

 日時 場所 参加人数 

① 10月 17日(火)19時～ 江北地域学習センター １５人 

② 10月 21日(土)14時～ 竹の塚地域学習センター ２０人 

③ 10月 24日(火)14時～ 生涯学習センター １４人 

④ 10月 27日(金)14時～ 保塚地域学習センター １０人 

⑤ 10月 29日(日)14時～ 勤労福祉会館 １５人 

⑥ 10月 31日(火)19時～ 梅田地域学習センター １５人 

合計 ６回開催 ８９人 

  ＜参考＞令和２年度公聴会実施結果 ６回開催、合計１２２人参加 

（２）主な意見・要望等 

ア 介護保険料を値上げしないでほしい。 

イ 国、都、区の公的負担を増やしてほしい。 

ウ 基金を保険料上昇抑制に使ってほしい。 

エ 葛飾区のように、お弁当の配食サービスに補助金をつけてほしい。 

オ 地域包括支援センターに、近所の方の認知症の相談をしたところ、職員が

訪問し話を聞いて、最終的には介護に繋げてくれた。大変助かった。 

カ 国民年金だけで生活している人でも入れる特養を作ってほしい。 

２ 町会・自治会連合会、障がい者団体への説明会 

２５の地区町会・自治会連合会と６つの障がい者団体において、希望があった

１団体に対して説明会を実施。また、請求があった９団体に資料１３６部を配布

した。 

３ パブリックコメント 

（１）実施期間 

   １０月１６日（月）～１１月１６日（木） 

（２）実施結果（速報） 

６７４件（個人６７４件、法人０件） 

＜参考＞令和２年度実施結果 ４４０件（個人４３８件、法人２件） 

（３）主な意見・要望等 

ア 介護保険料を値上げしないでほしい。 

イ 利用料を軽減してほしい。 

ウ 特別養護老人ホームを増設してほしい。 
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エ 介護職の処遇改善をしてほしい。 

４ 今後の方針 

令和６年１月２９日開催予定の第５回介護保険・障がい福祉専門部会、２月

６日開催予定の第３回地域保健福祉推進協議会において、パブリックコメント

の意見・要望等に対する区の考え方を報告する予定。 

パブリックコメントの実施結果や介護保険・障がい福祉専門部会等での審

議、国の介護報酬改定等に向けた議論を踏まえ、本計画案を作成していく。 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 「すこやかプラザ あだち」新築工事の工事期間延伸について 

所管部課 衛生部 衛生管理課、足立保健所 江北保健センター 

内容 

令和４年度より「すこやかプラザ あだち」の新築工事を進めている

ところであるが、以下の理由により工事を延伸する必要が生じたため、

以下報告する。 

 

１ 工期延伸の理由 

 延伸期間 理 由 

(１)地中障害物撤去 2か月 

旧上沼田中学校校庭からコンクリ

ート殻等の地中障害物撤去処分が

538t発生したため。 

(２)無電柱化するための 

電線共同溝工事不調 
1か月 

躯体工事開始前に共同溝工事は完

成の予定であったが、入札不調にな

り着手が遅れた。そのため、躯体工

事車両動線が重複し、作業効率の低

下が見込まれるため。 

(３)追加工事対応 

  ※１ 
1か月 

コロナ禍により中断していた将来

的な施設のあり方や運営方法につい

ての庁内検討が改めて再開し、協議

していく中で、必要な最新設備機器

や内外装材が追加となったため。 

  ※１ ICT機器(大型スクリーン、音響設備)、顔認証電子錠システム、

内外装仕上げ材の変更、駐車場精算システムの変更等 

 

２ 工期・施設オープン時期の変更 

 現 在 変更後 

(１)工 期 令和 6年 6月 29日まで 

【建築】 

令和 6年 10月 31日まで 

【電気・給排水・空調設備】 

令和 6年 11月 15日まで 

※ 約 4か月延伸 

(２)施設オープン時期 令和 6年度秋 令和 7年 1月中旬 
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令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
「足立区第３期データヘルス計画（案）」に関するパブリックコメント

の実施について 

所管部課  衛生部 データヘルス推進課 

内容 

「足立区第３期データヘルス計画（案）」に関するパブリックコメント

の実施について、以下のとおり報告する。 

 

１ パブリックコメントの実施 

(１)募集期間 

  令和５年１２月２５日（月）～令和６年１月２３日（火） 

（２）周知方法及び閲覧配布 

ア あだち広報１２月２５日号、区ホームページ及びＳＮＳによる 

   周知 

  イ データヘルス推進課、区民事務所、中央図書館、区政情報課、

政策経営課にて資料を閲覧、配布する。 

 

２ 計画の位置づけ 
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３ 第３期データヘルス計画の概要 

（１）足立区国民健康保険被保険者の「健康寿命の延伸」、「医療費の適

正化」を目的とする。 

（２）国の指針に従い、令和６年度から１１年度までの６年間を計画期

間とし、「特定健康診査等実施計画」と一体的に策定する。 

（３）特定健康診査・特定保健指導の結果やレセプトデータ等、健康・

医療情報から健康課題を抽出した。 

（４）抽出した健康課題に対する対策として、以下の３点に重点を置く。 

ア 若年者～５０歳代の特定健診受診率向上 

イ 糖尿病発症・重症化予防、虚血性心疾患予防 

ウ 庁内連携によるデータヘルスの推進 

（５）被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事業を、ＰＤＣＡサイク

ルに沿って実施する。 

 

４ スケジュール 

令和６年３月  パブリックコメントに対する区の考え方を公表 

「足立区第３期データヘルス計画」策定 

 

５ 今後の方針 

  健康あだち２１専門部会に諮り、計画を策定していく。 

 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 
「健康あだち２１（第三次）行動計画（案）」に関するパブリックコメ

ントの実施について 

所管部課 衛生部 こころとからだの健康づくり課 

内容 

「健康あだち２１（第三次）行動計画（案）」に関するパブリックコメ

ントの実施について、以下のとおり報告する。 

 

１ パブリックコメントの実施 

(１）募集期間 

   令和５年１２月２５日（月）～令和６年１月２３日（火） 

(２）周知方法及び閲覧配布 

ア あだち広報１２月２５日号、区ホームページ及びＳＮＳによる周知

イ こころとからだの健康づくり課、区民事務所、中央図書館、 

区政情報課、政策経営課にて資料を閲覧、配布する。 

 

２ 計画の位置づけ 
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３ 第三次行動計画策定（案）概要 

（１）国の健康日本２１（第三次）と同じく、令和６年度から１７年度

までの１２年間としている。 

（２）第二次行動計画から見えた健康寿命の延伸、野菜摂取量の増加な

どの成果と、都や国より健康寿命の延伸幅が短い、肥満傾向が増加

など課題を確認する。 

（３）引き続き糖尿病対策に重点を置き、健康寿命の延伸と健康格差の

縮小を目指す。また、この計画とともに「糖尿病対策アクションプ

ラン」も改定し、健康づくり施策全体を牽引する。 

（４）第二次計画までの「地域保健・学校保健との連携」に続く取り組

みとして「産業保健との連携」を深め、働き世代の健康づくりを加

えるなど、更に重層的な施策を進める。また、次のライフステージ

への連続性を意識した視点で予防活動を展開し、生涯を通じて健や

かに暮らせるまちを目指す。 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

  令和６年３月 パブリックコメントに対する区の考え方を公表 

         「健康あだち２１（第三次）行動計画」策定 

 

５ 今後の方針 

  健康あだち２１専門部会に諮り、計画を策定していく。 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区における新型コロナウイルス感染症発生状況等について 

所管部課 衛生部 感染症対策課、福祉部 障がい福祉課、介護保険課 

内容 

 新型コロナウイルス感染症の区内発生状況、および令和５年５月８日

に感染症法上の位置づけが５類（季節性インフルエンザと同等）に移行

したことに伴う対応について、下記のとおり報告する。 

 

１ 新型コロナウイルス感染症発生状況について 

 新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことに伴い、全体の流

行状況を把握するため、都が指定した医療機関が診断した患者数等を

報告する定点報告に変更されている。 

 流行状況については、都がとりまとめ、毎週木曜日に公表される。 

（１）区内発生状況について（週次） 

   区内指定２０医療機関からの報告数は以下のとおり（第４７週）。 

 

 

 

 

 

（参考） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告事項１０ 



（２）区内年齢別内訳（１１月２０日～１１月２６日） 

   国内の感染状況が落ち着き、人の動きが活発となっていることか 

  ら、比較的活動量が多い世代の患者が多い。 

  

 

 

 

 

 

（３）今後の方針 

   流行状況の迅速な把握に努め、継続して医師会や医療機関との情

報共有を図る。また、高齢者施設等での集団感染発生時の調査、指

導等を適切に実施し、感染拡大防止、再発防止に努めていく。 

   新型コロナウイルス感染症は減少した一方、インフルエンザ、咽

頭結膜炎（プール熱）、マイコプラズマ肺炎等が小児を中心に流行の

兆しがみられるため、学校を通じて手洗い等の予防策を周知してい

く。 

 

２ 抗原検査キット購入費用補助事業の実施状況について 

感染への早期対応、不安払拭及び医療機関のひっ迫回避のため、令

和５年５月８日から実施している抗原検査キット購入費用補助事業に

ついて、令和５年１０月１日より対象拡大、及び実施期間延長を行い、

区民への普及を図っている。 

（１）対象 

   ６歳以上の区民 

（２）事業実施期間 

   令和５年５月８日（月）から令和６年３月１７日（日） 

（３）購入可能な区内薬局（足立区薬剤師会加入協力薬局） 

   １０６薬局（令和５年１２月１日現在） 

（４）販売状況 

   累計１４，６１９個（令和５年５月８日から１０月３１日） 

   令和５年１０月１日より対象拡大した結果、１０月分の販売実績 

  は２，７７４個となった。 

 

（５）今後の方針 

区ホームページ、あだち広報等を活用し、区民へ幅広く周知し制 

  度利用を推進するとともに、区民利便性向上に向け、薬剤師会の協 

  力のもと販売薬局の拡充を図る。 

 

 

 

 



 

３ ５類移行に伴う区民等への支援策の段階的な移行について 

（１）国の方針で、令和６年３月３１日まで延長される支援策 

  ア コロナ治療薬、入院医療費の公費支援 

    医療保険の自己負担割の区分ごとに負担額を設定 

コロナ治療薬 

区分 自己負担額 

１割負担 ３，０００円 

２割負担 ６，０００円 

３割負担 ９，０００円 

入院治療費 
高額療養費制度の自己負担額から

１万円を減額 

  イ 施設職員に対する集中的検査 

    国の方針を踏まえ、都は、高齢者施設、障がい者施設等の職員 

   を対象とした集中的検査の継続実施の方針を示しており、区も都 

   の動向を踏まえ、必要な対応を実施する。 

（２）区独自事業で当面の間、継続する支援策（予定） 

  ア 足立区発熱電話相談センター 

  イ 休日応急診療所におけるＰＣＲ検査体制支援（日曜、祝日） 

  ウ 高齢者施設・障がい者（児）施設等におけるＰＣＲ検査等の費

用補助（令和５年１１月３０日終了を令和６年３月３１日終了に

変更） 

（３）今後の方針 

  区医師会と継続的に今後の対応について協議を行っていく。 

 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 足立区感染症予防計画、及び健康危機対処計画の策定について 

所管部課 衛生部 感染症対策課 

内容 

 足立区感染症予防計画、及び健康危機対処計画の策定について、以下の

とおり報告する。 
 

１ 概要 

（１）足立区感染症予防計画（計画期間：令和６年～令和１１年） 

   平時からの計画的な保健・医療提供体制の整備を図るため、令和 

  ４年の感染症法の改正により、保健所設置市等（特別区を含む）にお 

  いて、新たに都道府県の計画と整合性を保った計画の策定が義務付け 

  られた。 

（２）健康危機対処計画（計画期間：令和６年～ 適宜見直し） 

   令和４年の地域保健法改正に基づく、「地域保健対策の推進に関する 

  基本的な指針」により策定が示された。予防計画の実行性を高めるた 

  め、新たな感染症の流行発生に備えた実践的な手引き、マニュアルの 

  位置付け。 
 
 

２ 足立区感染症予防計画の主な内容 

  感染症予防計画には、以下７項目の記載が必須とされており、内容は 

東京都予防計画と整合性を保ちつつ、策定していく。 

（１）感染症発生の予防、まん延防止のための施策 

（２）検査の実施体制及び検査能力の向上 

（３）患者の移送のための体制確保 

（４）外出自粛対象者の療養生活の環境整備 

（５）人材育成及び資質の向上 

（６）保健所の体制確保 

（７）緊急時の感染症発生の予防及びまん延防止、検査、医療提供 

 

３ 健康危機対処計画の主な内容 

上記感染症予防計画の実行性を高めるために数値目標等を定め策定し 

 ていく。 

（１）平時における保健所体制整備 

（２）感染症流行発生時の各フェーズにおける区の対策 

 

 

報告事項１１ 



 

４ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 策定スケジュール 

 足立区感染症予防計画 （参考）東京都感染症予防計画 

令和５年１０月 計画案作成 第 3回～第 5回 

予防計画協議部会 

    １１月 議会報告① 

（計画策定） 

第 2回 

感染症予防医療対策審議会 

    １２月 議会報告② 

中間まとめ案（パブリック

コメント用） 
パブリックコメント 

関係団体へ意見照会 
令和６年 １月 パブリックコメント 

関係団体へ意見照会      ２月 

     ３月 計画案完成 

議会報告③ 

第 3回 

感染症予防医療対策審議会 

     ４月 計画施行 計画施行 

 

６ パブリックコメントの実施 

（１）募集期間 

   令和６年１月１日（月）～令和６年１月３０日（火） 

（２）周知方法及び閲覧配布 

ア あだち広報１２月２５日号、区ホームページ及びＳＮＳによる周知

イ 感染症対策課、区民事務所、中央図書館、区政情報課、 

政策経営課にて資料を閲覧、配布する。 

 

７ 今後の方針 

  東京都の計画と整合性を図るため、東京都の計画策定の動向を踏まえ 

 策定作業をすすめ、令和６年４月施行を目指す。 

 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 

 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 新型コロナウイルスワクチン接種事業の進捗状況について 

所管部課 衛生部 新型コロナウイルスワクチン接種担当課 

内容 

１ 令和５年秋開始接種の状況について (令和５年１２月５日現在) 

 
２ 予約サポート窓口等の運用の一部変更について 

  令和５年秋開始接種の進捗や利用者減少の現状を踏まえ、次のとおり

運用を変更する。 

  なお、変更内容はあだち広報や区ホームページ等で周知していく。 

（１）予約サポート窓口（区役所中央館２階） 

   １２月２８日（木）をもって終了し、足立区コロナワクチン予約・

相談ダイヤルの利用を周知する。 

（２）足立区コロナワクチン予約システム 

   継続して運用する。 

（３）足立区コロナワクチン予約・相談ダイヤル 

   継続して運用する（コールセンター体制は縮小）。 

３ 令和６年度以降の接種について 

  国から新たに以下の方針が示された。今後も、国や東京都の動向を注

視し、医師会とも協議しながら予算編成などの準備を進めていく。 

（１）新型コロナウイルス感染症を予防接種法上のＢ類疾病に位置づけ、 

同法に基づく定期接種として実施する。 

（２）対象者は予防接種法上、季節性インフルエンザワクチン等における

接種と同様の６５歳以上の方、６０歳以上６５歳未満で心臓、腎臓若

しくは呼吸器の機能の障がい、またはヒト免疫不全ウイルスによる免

疫の機能の障がいを有する方とする。 

（３）年一回の接種を秋冬に実施する。 

 

50.5%

30.3%

18.1%

9.6%

6.1%

3.2%

4.0%

1.7%

0.8%

19.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55% 60%

65歳以上

60~64歳

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

12~19歳

5~11歳

6か月~4歳

総計

年齢層別接種率

■令和５年秋開始接種（総計：137,230回）

報告事項１２ 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 第３期子ども・子育て支援事業計画の策定について 

所管部課 子ども家庭部 子ども政策課 

内容 

「足立区子ども・子育て支援事業計画」は第２期計画（５年間）が令

和６年度をもって終了する。ついては、第３期にあたる令和７年度～ 

１１年度の同計画のニーズ調査及び策定作業を、以下のとおり実施す

る。 

 

１ 目的 

多様で質のよい保育サービスの提供、地域における子ども・子育て

支援（学童保育室や子育てサロン等）の取り組みを進めていくため。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は子ども・子育て支援法に定められている地方版子ども・子

育て支援事業計画にあたるとともに、足立区基本計画の分野別計画に

位置付けているものである。 

 

３ 概要 

（１）ニーズ調査 

本計画の策定に必要となる、子育て世帯の保護者の就労状況や教

育・保育施設等の利用に関する意向、その他の実状を把握するため、

国から示された方針に従い、アンケートを実施する。 

 

ア 対象   就学前児童の保護者    ６，７５０件 

 小学１～６年生の保護者  ３，２００件 

 (いずれも前回と同規模) 

イ 内容   国が指定する質問内容を中心に調整・作成する。 

ウ 調査方法 

（ア）配布：郵送 

（イ）回収：郵送およびオンライン 

 

（２）計画策定 

第２期計画をベースに、下記に留意しながら、「ニーズ調査」の

結果を反映させて策定する。 

 

ア コンサルタント事業者を活用して計画を策定する。 

イ 基本計画との整合を図るとともに、関係所管と充分に情報と意

見を交換しながら作業する。 

ウ 足立区地域保健福祉推進協議会（以下「推進協」という。）及

び国の定める「地方版子育て会議」に位置する子ども支援専門部

報告事項１３ 



会からの意見聴取及び討議を反映した上で内容を検討する。 

エ パブリックコメントを実施する。 

４ 策定スケジュール（予定） 

令和６年 １～ ２月 ニーズ調査の実施 

        ３月 集計・分析 

４～ ７月 第２期計画の検証及び第３期計画骨子案

の作成 

８～１０月 各施策を実現していくための指標の見直

し及び計画素案の作成 

         １１月 パブリックコメントの実施 

         １２月 計画案を推進協へ報告 

令和７年     ３月 計画最終版を推進協へ報告 

          ４月 計画策定 

 

５ 今後の方針 

  こども計画も視野に入れながら、進めていく。また、各工程におい

て、子ども支援専門部会の意見を聞きながら進めていく。 

 



令和５年度 第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 資料 

令和５年１２月２２日 
 

＜審議事項・報告事項・情報連絡事項＞ 

件名 家庭的保育事業の認可手続き及び利用定員の確認について 

所管部課 子ども家庭部 子ども施設入園課 

内容 

児童福祉法及び子ども・子育て支援法に基づき、認可手続き及び利用

定員の確認を行うにあたり、子ども支援専門部会で審議いただいた結果

について報告する。 

 

１ 審議結果 

家庭的保育事業の認可手続き及び利用定員の確認について、異論な

く承認された。 

 

２ 付議内容 

（１）認可理由 家庭的保育事業における事業の継承 

   現在開業中の家庭的保育事業者が、定年等により保育補助者（以

下「事業継承者」と言う。）に事業を継がせたいという意向があった 

ため、令和４年度の子ども施設指定管理者等選定審査会において事 

業継承者が家庭的保育者に認定された。 

    このたび、２事業者が事業の継承の準備が整ったので、該当の事業

継承者について認可手続きを行う。 

（２）認可適合基準 

認可者である区が審査した結果、認可基準に適合していることを  

確認した（別紙１・２）。 

（３）事業継承者 

  ア 氏 名：荒井 美夏 

    所在地：足立区古千谷本町三丁目５番１５号 

    定 員：５名 

  イ 氏 名：鴨下 優美 

    所在地：足立区古千谷本町二丁目５番３０号１０６ 

    定 員：５名 

（４）認可年月日 

令和６年４月１日 

 

３ 利用定員の確認について 

  職員配置及び面積基準に問題がないため、申請のとおり利用定員を

確認する。 

報告事項１４ 



報告事項１４　別紙１

基準(㎡） 実際（㎡）

1 荒井　美夏
足立区古千谷本町
３－５－１５

事業継承者 5 適合 16.5 19.6 自園調理 良好

2 鴨下　優美
足立区古千谷本町
２－５－３０－１０６

事業継承者 5 適合 16.5 16.5 自園調理 良好

※４　【財務状況】
　　　 収支予算書、納税証明書、財務情報等の公表において、家庭的保育事業を行うために必要な経済的基
    礎があることを確認する。

※１　【職員配置基準】
　　　 家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は３人以下とする。
　　　 ただし、家庭的保育者が家庭的保育補助者とともに保育する場合には５人以下とする。

※２　【保育室面積】
　　　 保育室の面積は9.9㎡以上であること。
　　　 ただし、保育する乳幼児が３人を超える場合は、9.9㎡に３人を超える人数１人につき3.3㎡を加えた面積
　　とする。

※３　【給食】
　　　 調理員が家庭的保育事業内の調理設備又は調理室で調理し、提供を行う。
　　　 ただし、規定を満たす搬入施設からの給食の搬入も認められる。

家庭的保育事業審議資料

財務状況
※４

給食
※３

№ 氏　名 所在地 定員
職員配置
基準  ※１

保育室面積 ※２
分類



報告事項１４　別紙２

荒井 美夏 鴨下 優美

筆記試験 家庭的保育者養成研修（基礎研修、認定研修）で学習した内容 95.0% 90.0%

作文

①家庭的保育者の役割を理解し、自覚と責任感が表れている。
②どのような保育がしたいというビジョンが明確に表れている。
③家庭（保護者）支援についての視点がしっかりと加わっている。
など

76.8% 77.2%

保育園
実 習

①子どもの健康状態や環境の清潔について理解ができたか。
②子どもの事故防止や環境への配慮について理解ができたか。
③乳児の発達経過や個人差等についてある程度理解できたか。
など

86.0% 86.0%

ヒアリング

①家庭的保育事業に対する熱意と意欲、誠実さがある。
②災害、事故、疾病等に適切な対応ができる危機管理能力がある。
③園児の安全（施設整備・防犯）、衛生・健康管理が適切である。
など

74.6% 76.7%

総合評価 83.1% 82.5%

※　各割合は得点率を示す。

視点審査項目

家庭的保育事業の継承にあたっての審査結果

（令和４年１０月１４日　第２回足立区子ども施設指定管理者等選定審査会）

事業継承者氏名

※　個別の項目で概ね７割に満たない場合又は総合評価点数が７割に満たない場合は事業継承者として
　承認しない。


